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研究成果の概要： 

様々な環境負荷要因による劣化の進行が著しい熱帯・亜熱帯域のアジア・太平洋諸国の沿岸

生態系の保全に学術面から寄与するべく，地域の環境負荷要因の発生・波及・作用過程につい

て，フィリピン，フィジー，サモア，沖縄で様々な現地調査を行うとともに，種々の数値モデル

の開発，衛星画像解析，底質コア分析等を実施した．そして，これらの成果を地域コミュニテ

ィーによる沿岸生態系保全の現場に役立てるための方法論の検討を行った． 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００６年度 13,500,000 4,050,000 17,550,000 

２００７年度 10,400,000 3,120,000 13,520,000 

２００８年度 7,300,000 2,190,000 9,490,000 

年度  

  年度  

総 計 31,200,000 9,360,000 40,560,000 

 
 
研究分野：沿岸生態系保全，海岸工学・沿岸海洋学，環境シミュレーション・モニタリング 

科研費の分科・細目：土木工学・水工学 

キーワード：アジア・太平洋，沿岸生態系，環境負荷評価，長期連続モニタリング，数値モデ

ル，環境収容力，コミュニティー・ベース，意志決定システム 

 

 
１．研究開始当初の背景 
熱帯・亜熱帯域のアジア・太平洋諸国にお

いては，貧困層の多くが沿岸域に暮らし生活
の糧を沿岸資源に頼っていることや，高い人
口圧力に伴う隣接する陸域からの高環境負荷
などのため，沿岸資源・生態系悪化がかなり
深刻である．最近ではさらに，広域的な高海
水温ストレスによる大規模なサンゴ白化現象
の発生に代表されるようなグローバルな気
象・海象変動の影響も沿岸生態系にとって大

きな脅威となりつつある．このようなことか
ら，もし適切な対応策をとらなければ，世界
の中で最も生物多様性が高いとされている東
南アジアを中心としたアジア・オセアニア沿
岸生態系は，今後 20－25年以内にそのサンゴ
礁やマングローブ林，藻場等のほとんどが崩
壊の危機にさらされると推測した報告もある
（PEMSEA, 2003）．そのため，これらの地域で
の沿岸生態系の効果的な保全・管理を進める
ことが急務となっている．それには，まず，
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これらの地域における沿岸生態系の実態と，
それを取りまく様々な環境ストレス要因の内
容をそれらの将来動向も含めて出来るだけ定
量的かつ包括的に明らかにするとともに，当
該の沿岸生態系が多様性を維持した形で安定
的に存在し得る環境負荷レベルを定量化し，
それらに基づく統合的沿岸生態系保全管理支
援スキームを構築していくことが必要である．
そして，地域コミュニティーによる沿岸生態
系保全の現場にこれらの科学的な知見に基づ
く生態系保全管理支援スキームを導入し運
用・展開していくための方法論を，地域の歴
史的・文化的背景を十分に踏まえた社会経済
的・文化人類学的観点から検討していくこと
が不可欠となる． 
 
２．研究の目的 

本研究では，これらの地域における沿岸生
態系を取りまく様々な環境負荷要因の内容
をそれらの将来動向も含めて出来るだけ定
量的かつ包括的に明らかにするとともに，こ
れらの環境負荷に伴う沿岸生態系の変遷の
対応関係を明らかにし，それらの成果に基づ
く統合的沿岸生態系保全管理支援スキーム
を構築することにより，地域社会による沿岸
生態系保全活動を学術面から支援すること
を目指す． 

そのために，特にローカル環境負荷要因に
ついて，発生源としての隣接流域の地域社会
そのものの構造特性の検討を行うとともに，
沿岸生態系への環境負荷の波及・作用過程に
関する数値シミュレーションモデルの開発
を行う．そして，様々な現地調査を実施する
ことにより，環境負荷の波及・作用過程の実
態を明らかにするとともに，上記の数値シミ
ュレーションモデルの検証データを得る．さ
らに，リモートセンシング画像解析や底質コ
ア分析を行うことにより，過去数十年の陸源
環境負荷の変遷や，それに対応する沿岸生態
系の海底被覆状況との対応関係を検討する． 
そして，これらの成果を地域コミュニティ

ーによる沿岸生態系保全活動に役立てるた
めの意志決定支援システム（DSS）構築の基
本スキームの検討等を通じて，地域コミュニ
ティーによる沿岸生態系保全の現場にこれ
らの科学的な知見に基づく生態系保全管理
支援スキームを導入し運用・展開していくた
めの方法論を，地域の歴史的・文化的背景を
十分に踏まえた社会経済的・文化人類学的観
点から検討する． 
 
３．研究の方法 

（１）沿岸生態系への主要な環境ストレス要
因である隣接流域からの環境負荷を合理的
に評価するための陸源負荷評価モデルの開
発を，regional scale，local (watershed) 
scale に関して行う． 

（２）隣接流域からの環境負荷量についての
現地計測を行うことにより，上記モデルの検
証データを得るとともに，陸源負荷量の特性
を明らかにする． 

（３）GCM 予測シミュレーションによる降水
量等の将来予測計算結果を上記の陸源負荷
評価モデルに入力することにより，熱帯・亜
熱帯域における将来的な降雨パターン等の
変化に伴う陸源負荷量の将来変動動向につ
いて予測評価する． 

（４）沿岸生態系内への陸源負荷の移流・拡
散過程，外洋からの高温水塊の波及・滞留過
程等を定量的に評価・予測するための沿岸生
態系環境負荷分布モデルの開発を行うとも
に，そのための物理・化学・生物過程に関す
る現地調査をいくつかの海域において実施
する． 

（５）陸源負荷の過去数十年間の変遷分析を
行うために，フィリピン・サモア・沖縄等に
おいて底質コア採取・分析を行う． 

（６）過去 20 年程度のリモートセンシング
画像を分析することにより，沿岸生態系にお
けるサンゴ等による海底被覆状態の経年的
変化状況を明らかにするとともに，対応する
時期の陸域の土地利用等の変遷を明らかに
する．その結果と上記５）の結果を総合する
ことにより，隣接流域の土地利用／植生被覆
の変化と沿岸生態系との変遷との関連性に
ついて検討する． 

（７）ローカルな環境負荷の発生源としての
地域社会の構造特性と歴史的・文化的背景を明
らかにするために，フィジー，フィリピン，沖
縄等において，さまざまな聞き取り調査を実施
するとともに，関連する様々な社会統計データ
を収集し分析する． 

（８）数値モデルによるシミュレーション結
果やリモートセンシング画像解析結果等を，
地域コミュニティーによる沿岸生態系保全
の活動に役立てることを目的とした意志決
定システム（DSS）構築のための基本スキー
ムのあり方を検討する． 

（９）伝統的な慣習に基づく地域コミュニテ
ィーによる沿岸資源管理の現場に，これらの
科学的な成果に基づく統合的沿岸生態系保
全管理支援スキームを導入し運用・展開して
いく上で重要となる，地域コミュニティー内
外での様々な conflict の回避方法，地域コ
ミュニティー・NGO・研究者・行政間の連携
スキームのあり方，人材育成方法等について，
地域の歴史的・文化的背景を十分に踏まえた
社会経済的・文化人類学的観点から検討する．
そのために必要に応じて，地域コミュニティ
ーの様々なステークホルダーが参加する形
のワークショップを開催する． 



 

 

 
４．研究成果 

（１）パプアニューギニアおよび台湾を対象に
regional scale土壌流出モデルを開発し，同モ
デルに，国立環境研究所による数十年スケール
でのグローバルな気象変動予測シミュレーシ
ョン結果を入力することにより，東南アジア沿
岸域における土壌流出量の将来変化予測を行
った．その結果，土壌流出量の有意な増加を示
す地域がかなり存在することが示された． 

（２）沖縄・石垣島の小流域沿を対象に local 
(watershed) scale土壌流出量評価モデルの開
発を行い，同モデルに基づくミュレーション
結果から，流域内の土地利用・植生状態と流
域末端での土壌流出特性との関係等を明ら
かにした． 

（３）陸源負荷評価モデル開発および検証デ
ータの取得のために，フィジー，サモア，沖
縄において流域下端部での表層土壌流出量の
長期連続計測を行った．また，同様の栄養塩
流出量の長期連続観測を沖縄で実施し，栄養
塩流出のいくつかの特徴を明らかにした． 

（４）フィリピン，サモア，沖縄にてサンプ
リングした底質コア試料を分析し，過去数十
年間の陸源負荷の経年変化特性を明らかにし
た． 

（５）フィリピン・Mindoro 島北端の Puerto 
Galera 湾およびその周辺海域（主たる負荷：
観光開発負荷），同・Luzon島中西部の Bolinao
沿岸海域（同：水産養殖負荷），同・Metro 
Manila 南隣の Laguna 湖（同：周辺流域から
の流入ならびに養殖負荷）等において，それ
ぞれの水域での物理・生物・化学過程を解明
するための総合的現地調査を実施した． 

（６）上記の現地調査結果に基づいて，各水
域での流動物理や水質動態の定量的評価・予
測のための数値モデル開発を行い，モデル検
証を上記の観測データ等によって行った． 

（７）陸源負荷のうちの表層土壌流入に関し
て，local scale での沿岸域における移流・
拡散・堆積・再浮上に関するモデル開発を行
うとともに，現地データとの比較によってモ
デル検証を行った．さらに，栄養塩負荷分布
評価モデルについても基本モデルの開発を
行った． 

（８）石垣島東海岸を対象とした過去約 20 年
間の衛星画像解析に基づいて，リーフ内海底被
覆状態ならびに隣接流域の植生被覆・土地利用
状態の変遷過程を明らかにするとともに，両者
の関連性を詳細に分析した． 

（９）地域スケールでの環境負荷の発生プロセ
スに直接関わる地域社会の構造特性と歴史的・
文化的背景を明らかにするために，フィジー，

フィリピン，沖縄において，さまざまな聞き取
り調査や社会統計データに基づく分析を行った．
その結果，観光，水産（特に過剰漁業や養殖），
農業等の各セクターにおける具体的な環境負荷
発生構造を明らかにするとともに，改善に向け
ての課題を明らかにすることが出来た． 

（１０）上記（１），（２），（５）で開発
した数値モデルによるシミュレーション結
果やリモートセンシング画像解析結果等を
地域コミュニティーによる沿岸生態系保全
の現場に直接反映しやすい沿岸生態系環境
ストレス悪化ポテンシャルマップの形で統
合表示するとともに，様々な保全政策オプシ
ョンの有効性を定量的に評価するための意
志決定システム（DSS）構築のための基本ス
キームについて検討した．DSS 構築にあたっ
て，潜在的ユーザである地域コミュニティー
の様々なステークホルダーの意見・要望を反
映させるための地域ワークショップをフィ
リピン Puerto Galera およびフィリピン大学
海洋研究所において開催した．同ワークショ
ップでは，沿岸生態系保全に関わる沿岸統合
管理のための地域コミュニティー，NGO，研
究者，行政間の連携スキームのあり方につい
ても様々な観点から議論を行った． 

（１１）フィリピンのイロイロ島を中心に，
地方分権型・住民参加型の総合的沿岸域管理
に取り組む地域組織の構成と動向，沿岸域資
源の持続的利用をはかる地域住民の生計戦
略について調査・分析を行った．コミュニテ
ィー・ベース型組織が幅広く活動して地域で
は，ソーシャル・キャピタルのあり方が，住
民の資源利用及び生計活動に大きな影響を
与えていることが明らかになった． 
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